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派遣研究者数

受入研究者数

特徴：
○派遣研究者数、受入研究者数を見ても、長期（３０日超）が近年伸び悩んでいる。
○特に、米国等の北米地域、欧州地域への派遣研究者数が相当減少しており、我が国の研究人材の国際的流動が課題。

※平成18年度国際交流状況調査（文部科学省）
から作成

ヨーロッパ アジア 北米

オセアニア 中南米 アフリカ 中近東

国際研究交流の現状について
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評価に関するデータ
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府省における評価指針の策定状況

・各府省では、国の2001年の大綱的指針を受けて、

それぞれ研究評価に関する指針を策定してきた。
・ 「国の研究開発評価に関する大綱的指針」は、
2008年10月に改訂された。

所管 評価指針等の名称 策定

内閣総理大
臣決定

国の研究開発全般に共通する評価
の実施方法のあり方についての大綱
的指針

1997.8策定

国の研究開発評価に関する大綱的
指針

2001.11改定
2005.3改定
2008.10改定
2009．2改定

総務省 総務省情報通信研究評価実施指針 2002.6策定
2006.4改定
2009.10改定

文部科学省 文部科学省における研究及び開発
に関する評価指針

2002.3策定
2005.9改定

厚生労働省 厚生労働省の科学研究開発評価に
関する指針

2002.8決定
2005.8改定

農林水産省 農林水産省における研究開発評価
に関する指針

2001.4決定
2006.3改定

経済産業省 経済産業省技術評価指針 2002.4決定
2005.4改定

国土交通省 国土交通省研究開発評価指針 2002.6制定

環境省 環境省研究開発評価指針 2002.4策定
2006.10改定

実施者 事業名 概要

文部科
学省

文部科学省研究
開発評価シンポジ
ウム

2005年度以降、毎年度1回開催

研究開発評価研
修（政策評価相互
研修会）

2006年度以降開催。2008年度は5回開催。
評価を巡るフロンティア課題についての議
論を深めることを目的とする

科学技
術振興
機構

プログラムオフィ
サーセミナー

2004年度以降、毎年度1～3回開催。

経済産
業省

研究開発評価
フォーラム

2003年度以降、毎年度1回開催（但し2006
年度は非開催）
研究開発評価の普及・啓発、 評価人材の
育成、評価実施に係るニーズ汲み上げ等
を目的とする。

評価人材の養成・確保
・文部科学省では研究開発評価シンポジウム、同ワーク

ショップ等を開催し、科学技術振興機構ではプログラ
ムオフィサーセミナーを実施している。経済産業省で
は、研究開発評価フォーラムを実施している。

国の研究開発に関する評価の指針の作成状況（内閣府及び主な府省）

評価人材の育成のための研究会等の実施状況

府省における評価指針の策定状況

出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORT No.132「基本計画の達成状況評価のためのデータ収集調査 概要版 」
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出典：同左

国立大学に対して「教員の個人評
価のキーワード」として評価の目的
を質問した際の回答

教員の個人評価の目的 教員の個人評価結果の反映方法

1.国立大学法人では、教員個人評価導入の意義を①大学活性化、②教育力向上、③研究力向上等

にあると考えている。

2. 教員個人評価の結果の活用については、2008年1月時点では「検討中」（41％）が最も多かったが、

「処遇反映をしない」 （9％）と答えた大学は少なく、評価結果の活用に向けた取組が進んでいる。

能力や業績の公正な評価の上で、優れた努力に積極的に報いる

達成状況に関するデータ

出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORT No.132「基本計画の達成状況評価のためのデータ収集調査 概要版 」
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出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORT No.123「科学技術人材に関する調査～研究者の流動性と研究組織における人材多様性
に関する調査分析」

35.5%

22.0%

36.8%

48.4%

20.0%

5.9%

36.6%

54.8%

64.5%

78.0%

63.2%

51.6%

80.0%

94.1%

63.4%

45.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大学 (N=456)

国立大学 (N=200)

公立大学 (N=38)

私立大学 (N=213)

大学共同利用機関

(N=5)

独法・国研

(N=118)

公設試験場 (N=175)

財団法人・社団法人 (N=42)

研究者評価の実施状況

実施していない 実施している

55.9%

60.4%

51.9%

52.7%

15.9%

34.5%

19.0%

44.1%

39.6%

48.1%

47.3%

100.0%

84.1%

65.5%

81.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大学 (N=324)

国立大学 (N=164)

公立大学 (N=27)

私立大学 (N=129)

大学共同利用機関

(N=4)

独法・国研

(N=113)

公設試験場 (N=119)

財団法人・社団法人 (N=21)

評価結果の芳しくない研究者への指導実施状況

実施していない 実施している

研究者評価（審査）実施状況
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出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORT No.133「基本計画の達成状況評価のためのデータ収集調査」

87.3%

73.3%

93.8%

87.5%

7.0%

6.7%

5.6%

20.0%

12.5%

3.1% 3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体
(n=62)

大規模大学（1000名以上）
(n=11)

中規模大学（500-1000名）
(n=30)

小規模大学（500名未満）
(n=21)

実施している 検討中 実施していない

「国立大学における教員評価モデルの開発と運用に関する実証的研究」大川一毅（岩手大学）2008より作成

国立大学法人における教員の個人評価の実施状況
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出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORT No.123「科学技術人材に関する調査～研究者の流動性と研究組織における人材多
様性に関する調査分析」
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11.1%
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11.9%

11.2%

28.6%

16.7%

5.8%

4.2%

30.6%

38.8%

28.6%

23.2%

28.6%

56.1%

41.3%

25.0%

5.5%

6.7%

7.1%

3.4%

28.6%

10.6%

10.1%

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大学 (N=506)

国立大学 (N=224)

公立大学 (N=42)

私立大学 (N=233)

大学共同利用機関
(N=7)

独法・国研 (N=132)

公設試験場 (N=208)

財団法人・社団法人 (N=48)

組織内の研究分野を同じくする研究者

組織内の研究分野を異にする研究者

組織内の経営・管理を担当する者

組織外の有識者その他

研究者評価（審査）の体制




